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たところであります。
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ところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至っておりませんが、

地方公共団体の予算編成作業の状況に鑑み、さしあたり現段階における地方財政の

見通し・予算編成上の留意事項等について、別紙のとおりお知らせいたします。

また、貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかにその趣旨を

御連絡いただくようお願い申し上げます。

【担当】

総務省自治財政局

財政課財政計画係 髙梨

電話 03-5253-5612



- 1 -

（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、平成２５年１２月１２日「平成２６年度予算編成の基本方針」（別

添資料第１）を閣議決定するとともに、同月２１日に「平成２６年度の経済見

通しと経済財政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解し、これに基

づいて同月２４日、平成２６年度予算政府案（別添資料第３）を閣議決定した。

１ 平成２６年度予算は、「平成２６年度予算編成の基本方針」の次のような基

本的考え方により編成された。

(1) 平成２６年度予算編成の基本的な考え方

平成２６年度予算編成に当たっては、社会保障を始めとする義務的経費等

を含め、聖域なく予算を抜本的に見直した上で、経済成長に資する施策に重

点化を図る。

このため、「新しい日本のための優先課題推進枠」で要望された施策を始

めとしてその内容を精査し、民間需要や民間のイノベーションの誘発効果が

高いもの、緊急性の高いもの、規制改革と一体として講じるものを重視しつ

つ、真に必要な施策に予算を重点化する。

予算の「質」の向上を図るため、行政事業レビューの活用などＰＤＣＡサ

イクルの徹底を図る。また、頑張るもの（人・企業・地域）が報われる仕組

みへの改革、府省間での施策の重複の排除、民間活力の活用の促進等により、

効率化を進める。

これらの取組により、経済成長による税収増を安易に歳出増につなげるの

ではなく、メリハリの効いた予算を編成し、内外の経済社会情勢の変動に対

応する。

税制については、デフレ脱却・経済再生と財政健全化の両立を旨としつつ、

経済社会構造の変化を踏まえながら、あるべき税制の在り方を検討するなど、

必要な取組を進める。

平成２５年度予算においては、経済再生を図りながら、３年ぶりに税収と

新規国債発行額を逆転させ、財政健全化の第一歩としたところである。今後、

財政健全化目標を着実に達成していくためには、引き続き税収を拡大させる

とともに、各年度継続して歳出を効率化していく必要がある。
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こうした考え方の下、中期財政計画に基づきながら、上記の取組により、

国の一般会計の基礎的財政収支について、平成２６年度予算において少なく

とも▲１９兆円程度とすることを目指し、一般会計の当初予算において４兆

円を上回る収支改善を図る。新規国債発行額についても、平成２５年度を下

回るよう最大限努力する。

(2) 予算の重点化・効率化の推進

高齢化等により社会保障関係費が増大する中で、中期財政計画に基づく国

の一般会計の基礎的財政収支の改善を行うため、裁量的経費、義務的経費を

通じて聖域なき見直しを行っていく必要がある。次に掲げる社会保障、社会

資本整備、地方財政に限らず、他の各分野においても、人口減少や少子高齢

化など経済社会の構造変化に対応しつつ、重点化・効率化を進め、歳出を抑

制する。とりわけ消費税率引上げが予定される平成２６年度予算については、

国民に負担増を求める際に、各経費が安易に膨張したり、無駄な経費がある

といった批判を招くことがないよう、徹底して取り組む。

主な分野における歳出改革は以下のとおりである。

① 社会保障

高齢化等を背景に、社会保障の給付の伸びは名目成長率を大きく上回っ

ており、公費負担が増大し財政赤字が拡大して、後世代に負担を先送りす

ることとなっている。国民の安心を支える社会保障制度を持続可能なもの

とするため、様々なニーズに対応しつつ新たな国民負担の発生を厳に抑制

し、効率的に社会保障サービスが提供される体制を目指すことが必要であ

る。

人口の高齢化が急速に進展する中で、活力ある社会を実現するためにも、

「年齢別」から「負担能力」に応じた負担に切り替えるとの観点に立ち、

重点化・効率化の目標と工程表に沿った徹底した取組を行う。また、健康

寿命を延伸し、自助・自立のための環境が整備された社会を構築するなど、

受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るため、

「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」

（平成２５年法律第１１２号）に基づく改革を推進する。

② 社会資本整備



- 3 -

今後の社会資本整備については、厳しい財政状況の下、国民生活の将来

を見据えて、既設施設の機能が効果的に発揮されるよう計画的な整備を推

進していく必要がある。

平成２６年度予算においては、デフレからの早期脱却と経済再生や財政

健全化との両立を目指す中で、アジアの都市に負けない国際競争力の強化、

地域の活性化、国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）、防災・減災対

策、老朽化対策等の諸課題に対し、選択と集中、優先順位の明確化、民間

能力の活用の３つの大原則の下で、ソフト施策と連携しつつ、効果的・効

率的に推進していく。

③ 地方行財政制度

地方財政については、経済再生に合わせ、リーマンショック後の危機対

応モードから平時モードへの切替えを進めていく必要がある。このため、

歳出特別枠や地方交付税の別枠加算を見直すなど歳入面・歳出面における

改革を進めていく。

国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体を始め地方の安定的な財

政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、平成２５年度地方

財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。

頑張る地方を息長く支援するため、地方交付税において、地域経済の活

性化に資する算定を導入する。

人口構造の変化等に適合した地方制度の構築に向けて、関係府省が連携

して、「定住自立圏構想」を強力に進めるとともに、「地方中枢拠点都

市」を中心とする新たな広域連携や広域での効果的・効率的な機能分担等

が進むよう、自治体間の柔軟な連携を可能とする新たな仕組みを導入する。

地方公会計の整備を促進することにより、地方における財政運営の透明

化・効率化を図るとともに、地方公共団体が保有する公共施設等の適正な

管理を推進し、老朽化施設の解体撤去のための財政措置を含めた支援を検

討する。

２ このような方針に基づいて編成された平成２６年度の一般会計予算の規模は、

９５兆８，８２３億円（前年度比３兆２，７０８億円、３．５％増）で、基礎

的財政収支対象経費は、７２兆６，１２１億円（前年度比２兆２，４２１億円、
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３．２％増）となっている。

財政投融資計画の規模は、１６兆１，８００億円（前年度比２兆２，０９６

億円、１２．０％減）となっている。

また、「平成２６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において

は、平成２６年度の国内総生産は５００．４兆円程度、名目成長率は３．３％

程度、実質成長率は１．４％程度となるものと見込まれている。

第２ 地方財政対策

１ 通常収支分

平成２６年度においては、社会保障の充実分等を含め、交付団体を始め地方

の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成２５年度

地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本と

して地方財政対策を講じることとした。その概要は次のとおりである。

(1) 一般財源総額の確保

地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の一般財源総額に

ついて、前年度に比し６，０５０億円、１．０％増の６０兆３，５７７億円

と、平成２５年度地方財政計画を相当程度上回る額を確保することとしてい

る。

(2) 財源不足とその補塡措置

平成２６年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

が一定程度増加するとともに、国の取組と歩調を合わせて歳出抑制を図った

が、社会保障関係費の自然増や公債費が高い水準で推移することなどにより、

１０兆５，９３８億円の財源不足額が生じ、平成８年度以来１９年連続して

「地方交付税法」（昭和２５年法律第２１１号）第６条の３第２項の規定に

該当することとなった。

このため、平成２６年度から平成２８年度の間は、平成２５年度までと同

様、建設地方債（財源対策債）の増発等によってもなお財源不足が生じる場

合には、これを国と地方が折半して補塡することを基本として対処すること

としたところである。この場合において、国負担分については、国の一般会

計から交付税特別会計への繰入れによる加算（臨時財政対策特例加算）によ
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り、地方負担分については、「地方財政法」（昭和２３年法律第１０９号）

第５条の特例となる地方債（臨時財政対策債）により補塡措置を講じること

とするとともに、臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額

を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入することとし、「地方交付税

法」第６条の３第２項の制度改正としてこれらの措置を講じ、所要の法律改

正を行うこととしたところである。

上記の考え方に基づき、平成２６年度の財源不足額１０兆５，９３８億円

のうち、「折半対象以外の財源不足」については、

ア 公共事業等債等の充当率の臨時的引上げ等による建設地方債（財源対

策債）の増発 ７，８００億円

イ 地方交付税の増額 １兆５，７４８億円

（ア）平成２５年度以前の地方財政対策等に基づき「地方交付税法」の定

めるところにより平成２６年度に加算することとされている額（以下

「既往法定分」という。）等の交付税特別会計への繰入れ

８，６４８億円

（イ）地方税収の状況を踏まえた別枠の加算の交付税特別会計への繰入れ

６，１００億円

（ウ）交付税特別会計剰余金の活用 １，０００億円

ウ 地方が負担する過去に発行された臨時財政対策債の元利償還等に係る

臨時財政対策債の発行 ２兆９，５１３億円

により補塡することとした。その上で、これらを除く、５兆２，８７７億円

について、国と地方が折半してそれぞれ補塡措置を講じることとしている。

その他の留意点は以下のとおりである。

① 国の一般会計からの既往法定分等の加算額８，６４８億円の内訳は、

「地方交付税法」附則第４条の２第２項（公共事業等臨時特例債の利子負

担額等）に基づく加算額６，６４８億円及び投資的経費（単独）と一般行

政経費（単独）の一体的かい離是正分の一般財源に相当する地方財源不足

分について、後年度に地方交付税総額に加算することにより調整すること

とされた額２兆９，２２４億円のうちの２，０００億円であること。

② 折半対象財源不足額（５兆２，８７７億円）のうち国負担分２兆６，４３８
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億円については、臨時財政対策特例加算により補塡措置を講じることとし

ていること。

③ 平成２６年度における臨時財政対策債の発行額は、折半対象財源不足額

のうち地方負担分（２兆６，４３８億円）に地方の負担である過去に発行

された臨時財政対策債の元利償還等に係る次の発行額の合算額

（２兆９，５１３億円）を加えた５兆５，９５２億円とすることとしてい

ること。

ア 平成１３年度以降に発行した既往の臨時財政対策債の元利償還に起因

する財源不足額 ２兆７，９１１億円

イ 交付税特別会計借入金の利払費予算額に相当する額 １，７２９億円

ウ 「地方交付税法」附則第４条の２第４項に基づき平成２６年度におい

て交付税の総額から減額することとしている額について国・地方の適切

な負担調整を行う観点から発行する額 ８２７億円

エ 平成２４年度分及び平成２５年度分の交付税特別会計借入金の利払費

予算額と実際に要する額の差額のうち、平成２６年度の地方交付税の増

額に活用した額のそれぞれ３分の２、全額に相当する額 △９５４億円

(3) 地方交付税の総額

平成２６年度の地方交付税の総額は１６兆８，８５５億円（前年度比

１，７６９億円、１．０％減）となっており、その内訳は以下のとおりであ

る。

① 地方交付税の法定率分等 １２兆６，６６９億円

ア 国税５税分の法定率分 １２兆２，１９１億円

イ 地方法人税（仮称）の法定率分 ３億円

ウ 国税決算精算分（平成１９、２０年度）等 △３，１４５億円

エ 交付税特別会計借入金償還額 △２，０００億円

オ 交付税特別会計借入金支払利子 △１，７２９億円

カ 平成２５年度からの繰越金 １兆１，３４９億円

② 一般会計における加算措置等 ４兆２，１８６億円

ア 折半対象以外の財源不足における補塡（既往法定分等）

９，６４８億円
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（ア）法定加算（既往法定分等） ８，６４８億円

（イ）交付税特別会計剰余金の活用 １，０００億円

イ 地方税収の状況を踏まえた別枠加算 ６，１００億円

ウ 臨時財政対策特例加算 ２兆６，４３８億円

また、次の①及び②に掲げる額の合計額については、新たに平成３２年度

以降の地方交付税の総額に加算することとし、その旨法律に定めることとし

ている（法定加算）。

① 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い

一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 ４１億円

② 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしていた額 ２０億円

(4) 地方の債務残高の抑制

地方財政の健全化を図る観点から、以下の取組を行うこととしている。

① 一般財源総額について、平成２５年度の水準を相当程度上回る額を確保

した上で、臨時財政対策債を抑制（前年度比６，１８０億円、９．９％

減）することとしていること。

② 交付税特別会計借入金について、２，０００億円の償還を実施すること

としていること。

(5) 消費税率（国・地方）の引上げとそれに伴う対応

① 消費税率（国・地方）の引上げ

政府は、平成２５年１０月１日に「消費税率及び地方消費税率の引上げ

とそれに伴う対応について」を閣議決定し、経済再生を進めながら財政再

建との両立を図っていくことの重要性並びに増大する社会保障の持続性と

安心の確保及び我が国の信認維持といった社会保障と税の一体改革の趣旨

を踏まえつつ、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」（平成２４年法律第

６８号）附則第１８条及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法

律」（平成２４年法律第６９号）附則第１９条の規定に基づき、経済状況

等を総合的に勘案した検討を行った結果、消費税率（国・地方）について
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は、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げることを確認している。

このうち地方消費税率（消費税率換算）については、１％から１．７％へ

引き上げることとしている。

また、消費税率の引上げによる反動減を緩和して景気の下振れリスクに

対応するとともに、その後の経済の成長力の底上げと好循環の実現を図り

持続的な経済成長につなげるため、経済政策パッケージを決定し、デフレ

脱却と経済再生に向けた道筋を確かなものとしている。具体的には、税制

上の措置として、「民間投資活性化等のための税制改正大綱」（平成２５

年１０月１日自由民主党・公明党決定）に基づき、設備投資減税等の政策

税制等を実施することとしており、地方税においても、法人住民税及び法

人事業税において法人税に準ずる措置を講じるほか、固定資産税において、

設備投資につながる制度・規制面での環境整備に応じた税制として、耐震

改修を促進するための税制等を創設することとしている。また、平成２５

年末における通常の年度改正においても、これらの投資減税措置等の拡充

に加え、民間投資と消費の拡大、地域経済の活性化等のための税制上の措

置を講じることとしている。さらに、平成２６年度４～６月期に見込まれ

る反動減を大きく上回る５兆円規模の新たな経済対策を策定することとさ

れ、「好循環実現のための経済対策」（以下「経済対策」という。）が平

成２５年１２月５日に閣議決定された。また、経済対策に沿った平成２５

年度補正予算（第１号）（概算）が平成２５年１２月１２日に閣議決定さ

れ、平成２６年１月２４日に通常国会に提出された。なお、経済対策にお

いては、「本経済対策の効果が速やかに発現し、消費税率引上げに伴う反

動減に適切に対応できるよう政府を挙げて迅速に対策の具体化を図るとと

もに、地方公共団体に対しても速やかな対応を要請する。」とされている

ことにご留意いただきたい。

② 引上げ分の地方消費税収の社会保障財源化

引上げ分の地方消費税収（市町村交付金を含む。以下同じ。）について

は、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福

祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費」に充て

るものとすることが「地方税法」（昭和２５年法律第２２６号）上明記さ



- 9 -

れている。

地方公共団体においては、引上げ分の地方消費税収を全て社会保障施策

に要する経費に充て、事務費や事務職員の人件費等には充てないようにす

るとともに、引上げ分の地方消費税収の上記経費への充当について、国の

予算書等も参考に予算書や決算書の説明資料等において明示することにつ

いてご配意いただきたい。詳細については、「引上げ分に係る地方消費税

収の使途の明確化について」（平成２６年１月２４日付け総務省自治税務

局都道府県税課長通知）をご参照いただきたい。

③ 地方消費税率の引上げに伴う広報等施策の実施等

今後、消費税率の円滑な引上げに向けて、今回の社会保障と税の一体改

革について国民の一層の理解と協力を得るためには、今回の改革の意義や

必要性について国民に分かりやすく、丁寧に説明を行う必要がある。

地方公共団体においては、今回の改革が国と地方が共同して結論を得た

ものであるという経緯も踏まえて、地域住民への周知や広報等に主体的か

つ積極的に取り組んでいただきたい。

地方消費税率の引上げに伴う広報等施策の実施については、既に「消費

税率（国・地方）の引上げについて」（平成２５年１０月１日付け総務省

自治税務局都道府県税課長通知）で通知しているとおり、今回の改革の趣

旨、地方税法等改正法の内容等について広報を十分に行うなど、国と連携

を図りつつ、適切に取り組んでいただきたい。

また、消費税・地方消費税の賦課徴収に係る地方公共団体の役割の拡大

として、地方公共団体による消費税・地方消費税の申告書の収受や納税相

談等を一層推進することとしているのでご配慮いただきたい。

④ 消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

消費税は、転嫁を通じて消費者が最終的な負担者となることが予定され

ている税であることから、平成２６年４月１日の消費税率の引上げに当た

っては、その円滑な転嫁が図られることが重要である。

消費税率の引上げに伴う歳出の増については、国の歳出と基調を合わせ

て平成２６年度の地方財政計画に計上することとしており、各地方公共団

体においても、歳出予算への適切な計上にご留意いただくとともに、消費
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税の円滑かつ適正な転嫁が行われるよう調達等契約事務の適切な運用に取

り組まれたい。また、歳入面においても、地方公共団体が行う財貨・サー

ビスの提供等については、消費税の円滑かつ適正な転嫁を基本として対処

し、所要の措置を講じるようご留意いただきたい。

また、転嫁対策については、「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のた

めの消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」（平成

２５年法律第４１号）第１４条第３項において、「国及び都道府県は、今

次の消費税率引上げに際し、この法律に違反する行為の防止及び是正を徹

底するため、国民に対する広報、この法律に違反する行為に関する情報の

収集、事業者に対する指導又は助言等を行うための万全の態勢を整備する

ものとする。」とされているところ、「消費税率（国・地方）の引上げに

ついて」で通知したとおり、転嫁拒否等の行為の防止及び是正に係る広報

を行うほか、転嫁に関する事業者や住民からの質問・相談に丁寧に対応す

るなど、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保について適切に取り組んでい

ただきたい。

併せて、以下の点についてもご留意いただきたい。

・ 平成２５年度においては、消費税率（国・地方）の引上げ等も踏まえ、

「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」（平成１２年政令第１６

号）を改正し、２９件の手数料について金額の標準の改定等を行い、平

成２６年４月１日から施行することとしているので、同改正を踏まえた

条例改正につき、適切に対処すること。また、その他の使用料・手数料

等についても、消費税率（国・地方）引上げに伴う税負担については、

その円滑かつ適正な転嫁を基本として対処し、条例・規則の改正等の必

要な措置を講じること。

・ 地方公営企業の料金等についても、税負担の円滑かつ適正な転嫁を基

本として対処し、条例改正等の必要な措置を講じること。

・ 公の施設の管理を指定管理者に行わせている場合には、「消費税率

（国・地方）の引上げに伴う公の施設の使用料・利用料金等の対応につい

て」（平成２５年１２月４日付け総務省自治行政局行政課長・行政経営

支援室長通知）を踏まえ、地方公共団体が指定管理者に支出する委託費
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についても、消費税率（国・地方）の引上げの影響額を歳出予算に適切

に計上すること。また、公の施設の管理を指定管理者に行わせ、その利

用料金を指定管理者に収入として収受させている場合には、当該通知を

踏まえ、使用料と同様に、消費税及び地方消費税が円滑かつ適正に転嫁

されるよう、指定管理者による利用料金の改定等に係る必要な措置を講

じること。その際、利用料金について定める条例の改正等が必要なとき

には、各地方公共団体において適切に対処すること。なお、地方独立行

政法人に対する運営費交付金に係る歳出予算の編成や地方独立行政法人

がその業務に関して徴収している料金についても、上記の対応を踏まえ、

適切に対処すること。

(6) 地方税制改正

平成２６年度の地方税制改正においては、税制抜本改革を着実に実施する

観点から、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、

法人住民税法人税割の税率を引き下げるとともに、法人税額を課税標準とし

た地方法人税（仮称）を創設し、その税収全額を地方交付税原資とすること

としている。併せて、地方法人特別税・譲与税の規模を縮小し、法人事業税

に復元することとしている。また、消費税率８％への引上げ時において自動

車取得税の税率を引き下げる一方、軽自動車税の税率を引き上げる等の車体

課税の見直しを行うこととしている。

さらに、現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却・日本経済再生に向けた

税制措置を講じるほか、東日本大震災からの復興を支援するための税制措置

等を講じることとしている。

(7) 地方法人課税の偏在是正

平成２６年度の地方税制改正において、地域間の税源の偏在性を是正し、

財政力格差の縮小を図るために創設する地方法人税（仮称）については、そ

の税収全額を交付税特別会計に直接繰り入れ、地方交付税原資とすることと

している。なお、この偏在是正により生じる財源（不交付団体の減収分）を

活用して、地方財政計画に歳出を計上することとしているが、実際に偏在是

正効果が生じる平成２７年度以降に措置することとしている。また、地方法

人特別税・譲与税の規模を３分の１縮小し、法人事業税に復元することとし
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ている。

(8) 通常収支分の規模

通常収支分の歳入歳出規模（平成２６年度地方財政計画ベース）は８３兆

３，７００億円程度（前年度比１兆４，５００億円程度、１．８％程度増）、

歳出のうち公債費（公営企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含

む。）及び不交付団体水準超経費を除く地方一般歳出の規模は６７兆

７，５００億円程度（前年度比１兆３，３００億円程度、２．０％程度増）

となる見込みである（別添資料第４）。

また、通常収支分の一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地

方交付税及び臨時財政対策債の合計額をいう。）の総額は６０兆３，５７７

億円（前年度比６，０５０億円、１．０％増）となる見込みであり、一般財

源の総額から不交付団体水準超経費に相当する額を控除した額は５９兆

４，２７７億円（前年度比４，２５０億円、０．７％増）となる見込みであ

る。

さらに、地方債依存度は１２．７％程度（前年度１３．６％）となる見込

みであり、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の平成２６年度末借入

金残高（東日本大震災分を含む。）は１９９兆８，２００億円程度（前年度

末２００兆９，５００億円程度、前年度比１兆１，４００億円程度減）とな

る見込みである。

２ 東日本大震災分

東日本大震災からの復旧・復興に当たっては、被災団体が全力で取り組める

ようにするとともに、被災団体以外の地方公共団体の負担に影響を及ぼすこと

がないよう、復旧・復興事業及び全国防災事業について、通常収支とはそれぞ

れ別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確保することとしている（別添資料

第５）。

(1) 復旧・復興事業

復旧・復興事業の歳入歳出規模（平成２６年度地方財政計画ベース）は

１兆９，６００億円程度となる見込みである。

また、復旧・復興事業等の実施のための特別の財政需要等を考慮して交付

することとしている震災復興特別交付税により、以下に掲げる地方負担分等
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の全額を措置することとしている。

① 直轄・補助事業に係る地方負担分（但し、公営企業債、公営住宅建設事

業債の対象となる地方負担額並びに農地農林施設に係る地方負担額のうち

受益者負担により賄うこととされている地方負担額（以下「措置対象外地

方負担額」という。）を除く。）

② 地方単独事業分

ア 単独災害復旧事業に係る経費

イ 「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）に基づく職員の派遣、放

射性物質により汚染された土壌等の除染に係る経費等

③ 東日本大震災への税制上の対応として、被災者等の負担の軽減及び復旧

・復興へ向けた取組の推進を図るために講じる以下に掲げる税制上の臨時

特例措置等に伴う減収分

ア 「地方税法」等に基づく特例措置分

平成２３年度から平成２５年度までに地方税法改正法等により措置さ

れたもののほか、通常国会に提出される予定である「地方税法等の一部

を改正する法律案（仮称）」等による地方税等の減収額

イ 条例減免分

東日本大震災による被害を受けた地方公共団体でその区域の全部又は

一部が特定被災区域（「東日本大震災に対処するための特別の財政援助

及び助成に関する法律」（平成２３年法律第４０号）第２条第３項に規

定する特定被災区域をいう。）内にあるものにおける地方税、使用料、

手数料その他の徴収金で総務省令で定めるものの東日本大震災のための

減免で、その程度及び範囲が被害の状況に照らし相当と認められるもの

によって生ずる財政収入の不足額

ウ 復興特区法等に基づく特例措置分

「東日本大震災復興特別区域法」（平成２３年法律第１２２号）及び

「福島復興再生特別措置法」（平成２４年法律第２５号）（以下「復興

特区法等」という。）に基づき、復興産業集積区域内等において、認定

地方公共団体の指定を受けた法人等に対して、認定復興推進計画に記載

された産業集積の形成等に資する事業等に係る事業税、不動産取得税又
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は固定資産税の課税免除又は不均一課税を行った場合の当該地方公共団

体の減収額

(2) 全国防災事業

全国防災事業の歳入歳出規模（平成２６年度地方財政計画ベース）は、直

轄事業負担金及び補助事業費等により、２，５００億円程度となる見込みで

ある。

第３ 予算編成上の留意事項

第１、第２を踏まえ、平成２６年度の予算編成に当たりご留意いただきたい

点は、以下のとおりである。

１ 平成２６年度の国内総生産の成長率は、名目３．３％程度、実質１．４％程

度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考えら

れる。

２ 地方公共団体においては、引き続き、国・地方を通じた厳しい財政状況と税

財政制度上の対応を見通し、また、政府における行政改革推進本部等の動向に

も注視しながら、簡素で効率的な行財政システムを構築し、行財政運営につい

て透明性を高め、公共サービスの質の向上に努めるなど、自主的に行政改革に

取り組むことが必要と考えられる。

３ 定員及び給与については、次の事項にご留意いただきたい。その際、国にお

いては給与体系の抜本改革に取り組むとともに、定員の大幅な純減を目指すこ

とを推進することとしているところであり、地方公共団体においても、給与の

適正化及び適正な定員管理の推進等に積極的に取り組むようご留意いただきた

い。

(1) 定員については、行政の合理化、能率化を図り、地域の実情を踏まえつつ、

適正な定員管理の推進に取り組むこと。

(2) 給与については、「地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて」

（平成２５年１１月１５日付け総務副大臣通知）に基づき、特に次の事項に

ついて適切に対応すること。

① 地方公共団体においては、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事

情等を十分検討の上、現に国家公務員又は民間の給与水準を上回っている
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地方公共団体にあっては、不適正な給与制度及びその運用の見直しを含め、

必要な是正措置を速やかに講じること。特に、仮に民間給与が著しく高い

地域であったとしても、公務としての近似性及び財源負担の面から、それ

ぞれの地域における国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すること。

② 国においては、平成２５年１月１日より、高位の号俸から昇格した場合

の俸給月額の増加額を縮減するとともに、平成２６年１月１日から５５歳

を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止するなど昇給抑制措置が講じ

られたことを踏まえ、高齢層職員の昇給抑制等について必要な措置を講じ

ること。

③ 平成１８年の給与構造改革における国家公務員の経過措置額については、

平成２３年の人事院勧告において２カ年で廃止することとされ、その後、

「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成２４年法律

第２号）に基づき、平成２６年３月３１日をもって全額廃止することとさ

れていることを踏まえ、必要な措置を講じること。

④ 地域手当については、原則として国における地域手当の指定基準に基づ

いた支給地域及び支給割合を超えないようにすること。

⑤ 人事委員会機能を発揮することなどにより、地域の民間給与をより的確

に反映すること。ただし、仮に民間給与が著しく高い地域であったとして

も、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地域における

国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すること。

⑥ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する

者との均衡等に留意し、適正な給与制度・運用とすること。

⑦ 級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質

的にこれと同一の結果となる級別職務分類表又は給料表を定めている場合

（いわゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正な給与制度・運用に

ついては、速やかに見直しを図ること。

⑧ 勤務実績の給与への反映については、能力・実績に基づく人事管理を推

進する観点から、公正かつ客観的な人事評価システムを活用すること。ま

た、これが未整備の地方公共団体にあっては、国の人事評価制度・運用も

参考としつつ、その構築に早急に取り組むこと。
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なお、今後、人事評価制度の導入を行うための「地方公務員法」（昭和

２５年法律第２６１号）の改正を予定しているので留意すること。

⑨ 退職手当については、「地方公務員の退職給付の給付水準の見直し等に

ついて」（平成２４年１１月２６日付け総務副大臣通知）等に基づき、国

家公務員の退職手当制度の改正に準じて必要な措置を講じること。

(3) 定員及び給与の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等

が団体間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底する

こと。

(4) 職員に対する福利厚生事業については、住民の理解が得られるものとなる

よう、点検・見直しを図るとともに、事業の実施状況等の公表を行うこと。

４ 平成２５年度において給与の臨時特例対応分として計上していた「緊急防災

・減災事業費」については、地方公共団体が引き続き喫緊の課題である防災・

減災対策に取り組んでいけるよう投資的経費（単独）に計上することとし、平

成２６年度の事業費については平成２５年度比４５０億円増の５，０００億円

としている。なお、当該事業は、平成２６年度から平成２８年度までにおいて

継続的に措置することとし、平成２９年度以降の取扱いについては、事業の実

施状況等を踏まえて検討することとしている。

５ 平成２５年度において給与の臨時特例対応分として計上していた「地域の元

気づくり事業費」については、地方公共団体の取組を息長く支援する観点から、

当分の間の措置として一般行政経費に「地域の元気創造事業費」として改めて

計上することとし、平成２６年度の事業費については平成２５年度比５００億

円増の３，５００億円としている。なお、地方交付税の算定に当たっては、人

口を基本とした上で、各地方公共団体の行革努力や経済活性化の成果指標を反

映することとしている。さらに、各地方公共団体の様々な行革努力や地域経済

活性化の努力を反映するため、全国的かつ客観的な統計データが存在する指標

を幅広く選定することとしている。

６ 平成２６年度においては、消費税・地方消費税の引上げによる増収分を活用

した社会保障の充実として次の措置を講じることとしており、当該措置に係る

地方負担（２，７１３億円）について地方交付税措置を講じることとしている。

(1) 少子化対策
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① 受入児童数の拡大に必要な認可保育所運営費を拡充することとされてい

ること。（３０４億円）

② 子ども・子育て支援新制度への円滑な移行及び「待機児童解消加速化プ

ラン」の推進等による早期の待機児童の解消を図るため、保育緊急確保

事業を実施することとされていること。（１，２６４億円）

③ 児童養護施設等の受入児童数の拡大等の社会的養護の充実を図ることと

されていること。（４０億円）

④ 育児休業中の経済的支援の強化を図ることとされていること。

（８億円）

(2) 医療・介護

① 医療・介護サービスの提供体制改革

ア 病床の機能の分化及び連携等を推進するため、診療報酬の見直しを行

うほか、医療従事者の確保、医療機関の施設及び設備の整備等を行うた

めの新たな財政支援制度を創設することとされていること。

医療機関等への新たな財政支援制度の創設を含む医療提供体制の改革

については、通常国会に「医療法」（昭和２３年法律第２０５号）の改

正を含む「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律案（仮称）」が提出予定であること。

新たな財政支援制度は、国と都道府県の負担により都道府県に設置さ

れる基金を活用して支援する仕組みを予定していること。

また、当該基金については、消費税・地方消費税の引上げによる増収

分を活用した積立分に加え、更なる上乗せを希望する都道府県について、

当該上乗せを行うための国庫補助制度を別途創設することとされている

こと。（２８６億円）

イ 地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実・強化を図

ることとされていること。（２２億円）

② 医療保険制度改革

ア 国民健康保険及び後期高齢者医療の低所得者の保険料軽減制度を拡充

することとされていること。（６１２億円）

イ 低所得者の負担に配慮した高額療養費の見直しを行うこととされてい
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ること。（５億円）

③ 難病・小児慢性特定疾患に係る公平かつ安定的な制度の確立

難病対策に係る都道府県の超過負担の解消を図るとともに、難病及び小

児慢性疾患に係る公平かつ安定的な医療費助成の制度を確立することとさ

れており、通常国会に「難病の患者に対する医療等に関する法律案（仮

称）」及び「児童福祉法の一部を改正する法律案（仮称）」が提出予定で

あること。（１７２億円）

７ 過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎えるが、財政状

況や人口減少・少子高齢化の進展等により、今後公共施設等の利用需要が変化

することが見込まれることから、公共施設等を総合的かつ計画的に管理するこ

とにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、その最適な配置を実現し、

時代に即したまちづくりを行うことが重要である。このようなことから、各地

方公共団体においては、別途発出する通知等を踏まえ、公共施設等総合管理計

画の作成に取り組んでいただきたい。

これに関し、計画作成に要する経費について特別交付税措置を講じるととも

に、計画に基づく公共施設等の除却について、地方債の特例措置を創設するた

め、「地方財政法」の改正を行う予定である。

８ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年法律第９４号。

以下「地方公共団体財政健全化法」という。）の趣旨等を踏まえ、次の事項に

ご留意いただきたい。

(1) 一般会計等のみならず、公営企業等の特別会計や地方公社・第三セクター

を含めた当該団体の財政状況全体を的確に分析した上で、総合的な財政健全

化を図ること。

(2) 財政健全化団体、財政再生団体又は公営企業に係る経営健全化団体は財政

健全化計画、財政再生計画又は経営健全化計画を着実に遂行するとともに、

これらの団体が所在する都道府県にあっては、財政健全化計画等の進捗状況

について継続的に確認を行うとともに、必要に応じて助言を行うこと。

(3) 地方公営企業、地方公社及び第三セクターについては、その実情に応じて、

平成２６年度以降も各地方公共団体において経営健全化に取り組むこと。

また、第三セクター等改革推進債の起債は平成２５年度が期限とされてい
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るところであるが、平成２５年度末までに抜本的改革に着手していながらそ

の完了が間に合わなかった地方公共団体については、第三セクター等の整理

・再生に取り組むこと等を定めた計画を平成２６年度当初に提出し、総務大

臣の承認を受けた場合に限り、平成２８年度まで起債を可能とする経過措置

を講じることとしていること。なお、当該措置を講じるに当たり、「地方財

政法」の改正を行う予定であること。

また、観光施設事業及び宅地造成事業については、「観光施設事業及び宅

地造成事業における財政負担リスクの限定について」（平成２３年１２月

２８日付け総務副大臣通知）を踏まえ、可能な限り法人格を別にして事業を

実施するなど、財政負担のリスクを限定すること。

(4) 地方公共団体が、土地開発公社の保有する公共公用施設用地を再取得する

ことなく事業の用に供することや、再取得に要した費用を長期にわたり繰り

延べることは、法の趣旨に反するものであることから、速やかに改善するこ

と。

９ 地方公共団体の国等への寄附金等の支出については、地域の自主性及び自立

性を高めていくため、「地方公共団体財政健全化法」附則第５条の規定を廃止

し、地方公共団体の自主的な判断に委ねているが、「地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（地方公

共団体の財政の健全化に関する法律附則第５条関連）の施行について」（平成

２３年１１月３０日付け総務大臣通知）で通知しているとおり、国と地方の財

政規律の確保の観点から、国等への寄附金等の支出に当たっては、これまでの

同条の規定の運用も踏まえて、適切な財政運営にご留意いただきたい。

10 予算計上及び予算執行については、関係法令に則り適正に行う必要があるが、

特に以下の点についてご留意いただきたい。

(1) 一時借入金や外部団体等に対する短期貸付金については、出納整理期間の

趣旨に即した財務処理を行うこと。

(2) 基金から一般会計に会計年度を越える繰替運用を行うという事例が見受け

られるが、「地方自治法」第２４１条及びそれぞれの基金設置条例の趣旨を

逸脱したものとなることのないよう、必要なものについてはその適正化を図

ること。
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(3) 会計年度を越える繰替運用については、「地方自治法施行規則」（昭和

２２年内務省令第２９号）第１６条の２に規定する財産に関する調書等によ

り、実態を反映した情報開示を行うこと。

11 財政情報の開示については、引き続き決算の早期開示や「財政状況資料集」

等の活用による住民等へのより分かりやすい情報開示を進め、「地方公共団体

における財務書類の活用と公表について」（平成２２年３月１２日）も参考に、

これらの情報の財政運営への一層の活用にご留意いただきたい。

12 地方公会計の整備については、新たな財務書類の作成基準や固定資産台帳整

備の指針等を、総務省に設置している「今後の新地方公会計の推進に関する研

究会」において取りまとめる予定としており、その後、より詳細な取扱いを定

めたマニュアルの策定等を進めた上で、新たな基準による財務書類の作成を推

進することとしているため、その動向にご留意いただきたい。

13 公共工事については、「公共工事の迅速かつ円滑な施工確保について」

（平成２５年３月８日付け総務省自治行政局長・国土交通省土地・建設産業局

長通知）や経済対策を踏まえ、迅速かつ円滑な発注を行う観点から、入札契約

手続の効率化、前金払制度の活用及び支払い限度額の見直し等について積極的

に取り組んでいただきたい。

14 生活保護制度については、「生活保護法の一部を改正する法律」（平成２５

年法律第１０４号）の施行により、平成２６年１月１日から段階的に、後発医

薬品の使用促進を含む医療扶助の適正化、不正受給対策の徹底等に取り組むこ

ととされている。この取組に関連して、「生活困窮者自立支援法」（平成２５

年法律第１０５号）に基づき、平成２７年４月１日から生活困窮者の自立・就

労支援等に総合的に取り組むこととされている。

また、生活保護担当現業員の地方交付税措置については、市の標準団体で１

名増員するとともに、査察指導員についても、道府県の標準団体で１名増員す

ることとしている。

15 国民健康保険に対して、財政基盤の強化のための支援措置を次のとおり講じ

ることとしている。

(1) 都道府県が、地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の医療費水準等

の不均衡の調整や市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進、地域の特
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別事情への対応のため交付する都道府県調整交付金（給付費等の９％分）に

ついては、その所要額（６，９００億円）について地方交付税措置を講じる

こととしていること。

(2) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じること

としていること。

① 保険料軽減制度（４，６５６億円（都道府県３／４、市町村１／４））

② 保険者支援制度（９８２億円（国１／２、都道府県１／４、市町村

１／４））

③ 高額医療費共同事業（３，４１２億円（国１／４、都道府県１／４、市

町村国保１／２））

④ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（市町村単独））

16 後期高齢者医療制度については、実施主体である広域連合の財政基盤の強化

のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じること

としていること。

① 保険料軽減制度（２，６２６億円（都道府県３／４、市町村１／４））

② 高額医療費負担金（２，８３７億円（国１／４、都道府県１／４、広域

連合１／２））

③ 財政安定化基金（２８４億円（国１／３、都道府県１／３、広域連合

１／３））

(2) 平成２６年度は、低所得者の保険料軽減措置（均等割９割・８．５割、所

得割５割軽減）及び被用者保険の被扶養者であった被保険者の保険料軽減措

置（均等割９割軽減）について継続することとされていること。

(3) 医療費の適正化を図るため、広域連合が行う健康診査事業の市町村負担に

ついて、地方交付税措置を講じることとしていること。

17 「予防接種法」（昭和２３年法律第６８号）に基づく定期の予防接種の対象

疾病に、水痘（Ａ類疾病）及び成人用肺炎球菌（Ｂ類疾病）を追加することと

されており、その所要額について地方交付税措置を講じることとしている。

18 児童虐待防止対策の強化を図るため、児童福祉司の地方交付税措置について、

道府県の標準団体で１名増員することとしている。
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19 高校授業料無償化制度の見直しにより、公立高校・私立高校の区分なく、一

定の所得制限を設けた上で、授業料相当額として全額国費による就学支援金を

生徒に支給する制度とされ、公立高校の授業料不徴収に対する地方負担を廃止

することとされている。

また、低所得者に対する授業料以外の教育費負担の軽減を目的として奨学の

ための給付金事業等が創設されるとともに、特別支援教育就学奨励費補助事業

の拡充を行うこととしており、これらの事業創設や拡充に伴う地方負担につい

て、地方交付税措置を講じることとしている。

20 教育教材の整備推進については、新学習指導要領の全面実施等に対応し、学

校教材の安定的かつ計画的な整備を促進するため、教材整備計画（平成２４年

度～平成３３年度）に基づき、地方交付税措置を講じることとしている。

また、学校図書館図書整備５か年計画（平成２４年度～平成２８年度）に基

づく計画的な学校図書館の図書の整備、学校図書館への新聞配備、学校図書館

担当職員の配置に必要な経費について、地方交付税措置を講じることとしてい

る。

さらに、教育情報化の推進については、学校における情報機器等の安定的か

つ計画的な整備を促進するため、新たに策定される教育のＩＴ化に向けた環境

整備４か年計画（平成２６年度～平成２９年度）に基づき、地方交付税措置を

講じることとしている。

21 特別支援教育支援員については、公立幼稚園は５，３００人分、公立小中学

校は４０，５００人分、公立高等学校は５００人分の配置について、地方交付

税措置を講じることとしている。

22 道府県教育委員会の指導体制強化を図るため、指導主事の地方交付税措置に

ついて、標準団体で６名増員することとしている。

また、派遣社会教育主事については、道府県における実態を勘案し、標準団

体で６名減員することとしている。

23 直轄道路・河川の事務・権限の移譲等については、平成２５年１２月２０日

に閣議決定された「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」の中で、

現段階での基本的な考え方が取りまとめられたところである。移譲に伴う財源

措置については、その内容を基本として、今後、政府内で引き続き検討を進め
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ることとし、個別協議の結果等も踏まえ、各措置を講じる必要性が確認された

場合に、その実現を図ることとしている。

24 「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の一部を

改正する法律」（平成２５年法律第８７号）の成立・施行を踏まえ、以下の地

方財政措置を講じることとしている。

(1) 「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」（平成

１４年法律第９２号）に基づき、国庫補助率のかさ上げが行われる事業を実

施する場合、当該事業に充てられる地方債の元利償還金の５０％について、

後年度、普通交付税の基準財政需要額に算入することとしていること。

(2) 同法の規定に基づき、津波避難対策緊急事業計画に基づく集団移転促進事

業に関連して移転する公共・公用施設の除却を行うために要する経費につい

ては、「地方財政法」第５条の規定にかかわらず、地方債をもってその財源

とすることができることとしていること。

25 「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（平成１２年法律第８１号）の

一部改正を受けて、ストーカー対策に係る経費について地方交付税措置を講じ

ることとしている。なお、ＤＶ対策に係る経費についても引き続き地方交付税

措置を講じることとしている。

26 「奄美群島振興開発特別措置法」（昭和２９年法律第１８９号）の延長・改

正と併せ、新たに創設される「奄美群島振興交付金（仮称）」（２１億円）に

ついて、交付金創設に伴い新たに国庫補助対象となる農林水産物条件不利性改

善（輸送費支援）等の地方負担について地方財政措置を講じることとしている。

27 「離島振興法」（昭和２８年法律第７２号）附則第５条に基づき、離島振興

対策実施地域において地震津波対策として行われる海岸、道路、港湾、漁港の

整備に係る事業のうち、特に離島の防災機能強化に資する事業について、その

地方負担に対する地方財政措置を拡充することとしている。

28 平成２５年１２月に成立した「農地中間管理事業の推進に関する法律」

（平成２５年法律第１０１号）に基づき、農地中間管理機構を設立し、農地の

利用集積に取り組むための経費に係る地方負担について、地方交付税措置を講

じることとしている。

また、平成２６年度に創設される日本型直接支払制度（多面的機能支払）に
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ついて、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地域内の農

業者が共同で取り組む地域活動への地方公共団体の支援に対し、地方交付税措

置を講じることとしている。

29 通常国会に提出される予定である「地方自治法の一部を改正する法律案

（仮称）」により創設される「連携協約（仮称）」に基づき、相当の人口規模

と中核性を備える地方圏の中心都市（「地方中枢拠点都市」）が、地方圏にお

ける成長エンジンの核となり、地方の経済のけん引や高次の都市機能の集積等

の役割を担う場合に、その役割に応じた地方財政措置を講じることとしている。

30 定住自立圏構想については、地域住民の生活実態やニーズに応じ圏域ごとに

その生活に必要な機能を確保して、圏域全体の活性化を図る取組を強力に推進

するため、定住自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びその周辺市町村の取

組に対する地方交付税措置を拡充するとともに、外部人材の活用等に対する地

方交付税措置を講じることとしている。

31 地域発の成長戦略である「地域の元気創造プラン」に基づき、産業界、大学

等、地域金融機関、地方公共団体（産、学、金、官）の連携のもと、地域の資

源と資金を活用して事業を起こし、地域経済循環を創造する取組に要する経費

について、地方交付税措置を講じることとしている。

また、地域の資源を活用した事業を行う法人等に対する出資について、所要

の財政措置を講じることとしている。

32 地方公共団体が地域の実情に応じた多様な保育サービスの提供や、ＮＰＯ等

による保育サービスの支援など、直接的なサービスに係る取組のほか、子育て

人材の養成、企業等と連携した先進的な取組など、様々な子育て支援施策を展

開できるよう、地方交付税措置を講じることとしている。

33 「平成２６年度税制改正大綱」（平成２５年１２月１２日自由民主党・公明

党決定）において、地方の地球温暖化対策に関する財源の確保について早急に

総合的な検討を行うこととされている。その間、国産・地域材の利活用、再生

可能エネルギーの導入など、地方公共団体が森林吸収源対策等を一層推進でき

るよう、地方交付税措置を講じることとしている。

34 住民の安心・安全を確保する消防防災行政の役割がますます重要となってい

ることを踏まえ、次のとおり支援措置を講じることとしている。
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(1) 消防団の充実強化については、平成２５年１２月５日に成立した「消防団

を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」（平成２５年法律第

１１０号）を踏まえ、消防団員の確保、活動に応じた適切な報酬・出動手当

の支給、装備の充実を図ることが必要であること。

このため、引き続き報酬・出動手当に要する経費について地方交付税措置

を講じるとともに、安全確保装備、活動用資機材及び入団促進に要する経費

等について、地方交付税措置を拡充することとしていること。

また、消防団の機能強化に係る施設・設備（消防ポンプ自動車、消防団拠

点施設等）の整備に要する経費について、地方財政措置を講じることとして

いること。

(2) 消防広域化対策については、都道府県が行う消防広域化重点地域の指定、

協議会への参画、調査研究又は広報啓発等に必要な経費及び都道府県が広域

化対象市町村に対して行う補助金又は交付金等の交付に要する経費について、

地方交付税措置を講じることとしていること。

また、市町村が行う消防広域化の準備に要する経費について引き続き地方

交付税措置を講じることとしているほか、消防広域化重点地域については、

広域化に伴い臨時的に増加する経費について地方交付税措置を講じるととも

に、広域消防運営計画等に基づき必要となる消防署所等及び消防車両の整備

に要する経費について地方財政措置を講じることとしていること。

(3) 災害等に強い安心・安全なまちづくりを一層推進するため、災害時に災害

対策の拠点となる消防庁舎を始めとした公共施設等の耐震化に要する経費に

ついて地方財政措置を講じることとしていること。

また、吊り天井脱落対策の規制強化を踏まえ、吊り天井の点検に要する経

費について、平成２７年度まで地方交付税措置を講じることとしていること。

(4) 防災強化に関する対策については、地域防災計画の見直し、自主防災組織

を含む住民の防災活動の活性化、非常用物資の購入及び広域的な防災体制の

充実に要する経費等について、地方交付税措置を講じることとしていること。

また、平成２５年６月の「災害対策基本法」（昭和３６年法律第２２３

号）の一部改正を踏まえ、避難行動要支援者名簿の作成・活用に要する経費

について、地方交付税措置を講じることとしていること。
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(5) 災害に迅速に対応するための情報網の構築については、消防救急デジタル

無線の整備期限が平成２８年５月末であり緊急に対処すべき課題であること

を踏まえ、その整備に要する経費について地方財政措置を講じることとして

いること。

(6) 国民保護・危機管理対策については、Ｊ－ＡＬＥＲＴの配信情報の追加・

変更（特別警報の創設等）に伴う自動起動装置の改修経費等について、地方

交付税措置を講じることとしていること。

(7) 緊急消防援助隊については、東日本大震災を教訓として、南海トラフ地震

等の大規模災害に備えた機能強化を図るため、緊急消防援助隊地域ブロック

合同訓練等の広域訓練、「消防組織法」（昭和２２年法律第２２６号）第

５０条の規定により市町村が無償で使用している国有消防用車両の維持管理

に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしていること。

35 社会保障と税に関わる番号制度については、平成２５年５月２４日に「行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成

２５年法律第２７号）等の番号制度関連法が成立し、同月３１日に公布された

ところである。番号制度導入に当たっては、各地方公共団体において、関係シ

ステムの整備などの対応が必要となるところであり、これらに対して所要の財

政措置を講じることとしている。

36 平成２６年１月以降、給与支払報告書等の電子的提出が一定の企業に対して

義務付けられたことを受け、平成２５年１１月に全地方公共団体において地方

税の電子申告等の受付が可能となっており、所得税確定申告書データ連携に係

る運用費用及び地方税の電子申告手続等のシステム運用経費について引き続き

地方交付税措置を講じることとしている。

37 平成２６年４月１日からの消費税率（国・地方）の引上げに伴い、以下のと

おり地方消費税に係る徴収取扱費を見直すこととしている。

(1) 譲渡割に係る徴収取扱費

徴収取扱費算定期間内に各都道府県に払い込むべき譲渡割として納付され

た額の総額（社会保障財源化分を除く。） × ０．４５％

(2) 貨物割に係る徴収取扱費

徴収取扱費算定期間内に各都道府県に払い込むべき貨物割として納付され
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た額の総額（社会保障財源化分を除く。） × ０．５０％

38 地域力創造対策、市町村合併、地域情報化推進事業、中小企業金融対策、消

費者行政費、特定非営利活動法人認定事務、国際化推進対策（外国青年招致事

業を含む。）、新型インフルエンザ対策、肝炎対策、がん検診、医師確保のた

めの奨学金等貸与事業及び地域の人材力活性化等については、引き続き、地方

交付税等による措置を講じることとしているが、特に、以下の点にご留意いた

だきたい。

(1) 「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和４０年法律第６号）及び「市

町村の合併の特例に関する法律」（平成１６年法律第５９号。以下「合併特

例法」という。）に基づき平成２１年度までに合併した市町村については、

そのまちづくりを支援するための所要の財政措置を講じることとしているこ

と。

また、平成２２年に一部改正された「合併特例法」に基づき平成２２年度

以降の合併市町村に対して、所要の財政措置を講じることとしていること。

(2) 自治体クラウドの推進については、災害に強い電子自治体の確立、地方公

共団体における行政コストの圧縮や実質的な業務の標準化の進展等に向けた

取組を支援するため、複数の地方公共団体による情報システムの集約と共同

利用に向けた計画策定及びデータの移行に要する経費についての地方交付税

措置に加え、番号制度の導入を契機とした地方公共団体の取組を加速するた

め、自治体クラウド導入支援コンサルタント及び導入後の実務処理研修に要

する経費についても地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 地域の人材力活性化については、地域おこし協力隊、集落支援員及び地域

力創造のための外部人材の活用に対する地方交付税措置を講じることとして

いること。

また、東日本大震災により被災した地方公共団体において、被災地に居住

しながら、被災者の見守りやケア、集落での地域おこし活動に幅広く従事す

る復興支援員の配置について、地方交付税措置を講じることとしていること。

さらに、民間活力による地域の活性化、地方と大都市圏の交流の推進の観

点から、大都市圏の企業が、社員を一定期間市町村に出向させる「地域おこ

し企業人交流プログラム」を実施することとしており、市町村による地域お
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こし企業人の受入れに対して、地方交付税措置を講じることとしていること。

(4) 地域の国際化の推進については、外国青年招致事業により招致した外国語

指導助手の地域における生活や、地域における交流活動、教育委員会や各学

校現場、国際交流部局における活動に関する連絡調整の円滑化を支援するた

めの人材であるコーディネーターの活用に要する経費について、地方交付税

措置を講じることとしていること。

39 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分の考え方については、「地方

財政法」及び「地方公営企業法」（昭和２７年法律第２９２号）に規定されて

いるところであるが、平成２６年度の地方財政計画上の取扱いについては、別

途通知することとしているので、その適正な運用と地方公営企業の健全な経営

にご留意いただきたい。

40 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものであるが、

依然として、売上が低迷し収益率が低下傾向にある等、極めて厳しい経営状況

にある。

各施行団体にあっては、施設改善やファンサービスの充実など公営競技の魅

力の向上による売上増加策の実施、開催経費の削減等による経営合理化の徹底

及び必要に応じた今後の事業の在り方に関する検討についてご留意いただきた

い。

引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に経営改善に

取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や機械導入等に伴

い一時的に増加する経費のほか、公営競技施設に係る当該年度の地方債元利償

還金について、地方債を充当することができることとしている。

41 民間の資金・ノウハウを活用したＰＰＰ／ＰＦＩへの抜本的転換を加速する

ため、「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン」（平成２５年

６月６日民間資金等活用事業推進会議決定）に基づき、公共施設等運営権制度

の積極的導入や公共施設の維持更新・集約化等へのＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入

等を推進することとしているので、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の円滑な実施の促進に

努めていただきたい。

第４ 通常収支分の歳入歳出



- 29 -

１ 歳入

(1) 地方税

地方税については、次の事項にご留意いただきたい。

① 平成２６年度の地方税制改正に伴う地方税の影響額として１，３７３

億円の減収を見込んでおり、そのうち、地方税制改正によるものを９０２

億円の減収、国の税制改正の影響に伴うものを４７１億円の減収と見込ん

でいること。

なお、平成２６年度の税制改正に伴う地方法人特別譲与税の影響額は

２１１億円の減収と見込んでいること。

② 平成２６年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税

制改正後において前年度当初見込額に対し、９，９５２億円、２．９％の

増の３５兆１２７億円（道府県税にあっては５．３％の増、市町村税にあ

っては１．３％の増）になるものと見込まれること。主要税目では、道府

県民税のうち所得割０．１％の増、法人税割１３．０％の増、法人事業税

１２．８％の増、地方消費税１２．７％の増、市町村民税のうち所得割

０．０％の増、法人税割１２．６％の増、固定資産税（交付金を除く。）

１．２％の増となる見込みであること。

この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、地域

における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見積り

を行う必要があること。

③ 地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、消費税

率８％段階において、法人住民税法人税割の税率を引き下げるとともに、

地方法人税（仮称）を創設し、その税収全額を地方交付税原資とすること

としていること。また、地方法人特別税・譲与税の規模を縮小し、法人事

業税に復元することとしていること。

これらの改正は、平成２６年１０月１日以後に開始する事業年度から適

用することとしていること。

なお、上記に対応して、都道府県においては法人住民税法人税割及び法

人事業税の税率、市町村においては法人住民税法人税割の税率につき税条

例を平成２６年１０月１日までに改正する必要があること。超過課税を
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行っている団体にあっては、超過課税分を含めた税率の改正を行うことと

なるので、当該超過課税についても十分検討し、適切な対応をお願いした

いこと。また、納税義務者等への周知についても併せてご配慮いただきた

いこと。

④ 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税である

ことから、その趣旨を踏まえると、対象事業に要する費用を賄うためその

必要とされる範囲について検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適

切な対応を行う必要があること。

また、本税の目的税としての性格に鑑み、都市計画税収の都市計画事業

費への充当について明示することにより、その使途を明確にすること。

⑤ 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税であることから、その趣旨を踏まえ、入湯税

収の具体的事業費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるい

は説明資料等において明示することにより、その使途を明確にすること。

(2) 地方譲与税

地方譲与税の収入見込額は、２兆７，５６４億円（前年度比４，０９４

億円、１７．４％増）であり、その内訳は、地方揮発油譲与税２，７０８

億円（同４８億円、１．７％減）、石油ガス譲与税１００億円（同１０億円、

９．１％減）、航空機燃料譲与税１４５億円（同５億円、３．６％増）、自

動車重量譲与税２，６５６億円（同４０億円、１．５％減）、特別とん譲与

税１２６億円（同１億円、０．８％増）及び地方法人特別譲与税２兆

１，８２９億円（同４，１８６億円、２３．７％増）となっている。

航空機燃料譲与税については、航空機燃料税の税率の引下げに伴う減収が

地方に生じないよう、譲与割合を１３分の２から９分の２へ引き上げること

としている。

また、航空機燃料譲与税の譲与基準について、騒音世帯数割の算定に用い

る航空機騒音に係る評価指標をＷＥＣＰＮＬ（通称Ｗ値）からＬｄｅｎに変

更するほか、着陸料割の譲与割合を２分の１（現行３分の１）、騒音世帯数
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割の譲与割合を２分の１（現行３分の２）とし、激変緩和措置を講じること

により、３年間かけて移行することとしている。

(3) 地方特例交付金

地方特例交付金の収入見込額は、住宅借入金等特別税額控除による減収を

補塡するために必要な１，１９２億円（前年度比６３億円、５．０％減）で

ある。

(4) 地方交付税

平成２６年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及

び酒税の３２％相当額、法人税の３４％相当額、消費税の２２．３％相当額

並びにたばこ税の２５％相当額の合計額１１兆９，０４６億円（平成１９

年度、平成２０年度に係る精算額等３，１４５億円を減額した後の額）に国

の一般会計における加算額４兆１，１８６億円（既往法定分等（８，６４８

億円）、地方税収の状況を踏まえた別枠加算（６，１００億円）及び臨時財

政対策特例加算（２兆６，４３８億円）の合計額）を加えた１６兆２３２

億円であり、前年度当初に比し２，４３９億円、１．５％の減となっている。

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに地方法人税（仮

称）の全額３億円、前年度からの繰越金１兆１，３４９億円及び交付税特別

会計剰余金１，０００億円を加算し、交付税特別会計借入金に係る償還額

２，０００億円及び支払利子額１，７２９億円を減額した１６兆８，８５５

億円であり、前年度に比し１，７６９億円、１．０％の減となっている（別

添資料第６）。

各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の

決定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いるこ

とにより、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に

ご留意いただきたい。

① 普通交付税

ア 基準財政需要額

（ア）消費税・地方消費税率の引上げに伴う社会保障の充実分等の地方負

担額について、１００％算入することとしていること。

（イ）地方財政計画に計上することとしている「地域の元気創造事業費」
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（３，５００億円）に対応し、新たな費目「地域の元気創造事業費

（仮称）」を設けて、地域経済活性化の取組に必要な財政需要を、人

口を基本として算定することとしていること。その際、各地方公共団

体の行革努力や地域経済活性化の成果を反映することとしていること。

（ウ）地方財政計画の歳出における特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対

策費」に対応し、臨時費目「地域経済・雇用対策費」により

５，９００億円程度（道府県分２，９２５億円程度、市町村分

２，９７５億円程度）、既存費目の単位費用への算入により

６，０５０億円程度（道府県分２，７９５億円程度、市町村分

３，２５５億円程度）を算定することとしていること。

（エ）平成の合併により、市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく

変化したことを踏まえ、住民サービスの維持・向上、コミュニティの

維持管理や災害対応等に重要な役割を果たしている支所の財政需要に

ついて、平成２６年度から３年間かけて加算することとしているほか、

人口密度等による需要の割増や標準団体の設定等について、引き続き

検討を行うこととしていること。

（オ）基準財政需要額の増減は、各地方公共団体における公債費のウェイ

ト等により各地方公共団体ごとにかなりの差が生じるものと見込まれ

ること。

イ 基準財政収入額

（ア）地方消費税率の引上げによる増収は、国の制度に係る社会保障給付

費の地方負担に対応するためのものであること。また、地方消費税率

の引上げによって財政力格差が拡大しないようにするため、地方消費

税率引上げに伴う地方消費税及び地方消費税交付金の増収分について

は、当面１００％算入することとしていること。

（イ）東日本大震災に係る「地方税法」の改正等に伴う減収見込額につい

ては、その７５％を加算することとしていること。

（ウ）一般的に、道府県分にあっては道府県民税個人均等割、法人税割、

法人事業税、地方消費税及び地方法人特別譲与税の増、道府県たばこ

税及び自動車取得税の減が見込まれ、市町村分にあっては市町村民税
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個人均等割、法人税割、固定資産税、配当割交付金、株式等譲渡所得

割交付金及び地方消費税交付金の増、自動車取得税交付金の減が見込

まれること。

（エ）基準財政収入額の見積もりに当たっては、地方税制改正を踏まえた

収入見込額を基礎とするとともに、前年度の実績値を基礎数値として

用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算されるこ

ととなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、過

少に見積もることのないようにすること。

なお、地方法人課税の偏在是正として実施される地方法人税（国

税）（仮称）の創設に伴う法人住民税法人税割の税率改正及び地方法

人課税の見直しに伴う法人事業税の税率改正については、平成２６年

１０月１日以後に開始する事業年度から適用することとされているこ

とに留意すること。

（オ）法人関係税（地方法人特別譲与税を含む。）、住民税利子割（利子

割交付金を含む。）、住民税所得割（分離譲渡所得分）及び特別とん

譲与税については精算措置を講じることとしているが、法人関係税

（地方法人特別譲与税を含む。）及び住民税利子割（利子割交付金を

含む。）の減収額を対象に減収補塡債を発行する場合には、減収補塡

債発行額は精算措置の対象額から除くこととしていること。

ウ 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財

政対策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成２５年度に

比し個別算定経費（地域経済・雇用対策費、地域の元気創造事業費、公

債費及び事業費補正を除く。）にあっては、道府県分は０．５％程度の

増、市町村分は１．５％程度の減、包括算定経費にあっては、それぞれ

道府県分６．０％程度、市町村分６．５％程度の減と見込まれること。

エ 臨時財政対策債の発行可能額の配分方式については、引き続き全て財

源不足額を基礎として算出する方式とすることとしていること。

なお、臨時財政対策債の発行可能額の算出方法等については、別途お

知らせする予定であること。

② 特別交付税
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ア 交付税総額における特別交付税の割合（現行６％）を平成２６年度に

は５％、平成２７年度以降には４％へと段階的に引き下げ、その部分を

普通交付税に移行させることとなっているが、近年の集中豪雨や豪雪な

どの災害の発生状況や被災団体以外の団体における東日本大震災に係る

特別の財政需要があることなど災害対応に万全を期すため、平成２７年

度までの東日本大震災の集中復興期間中は、現行の割合（６％）を維持

することとし、所要の法律改正を行う予定であること。

イ 平成２６年度の特別交付税（震災復興特別交付税を除く。以下同

じ。）の総額は、平成２５年度に比し１．０％の減となっているので、

予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積もる

こと。

特に、平成２５年度において、災害対策等年度によって激変する項目

により多額の交付を受ける地方公共団体にあっては、これらの事由によ

る特別交付税の減少を確実に見込むこと。

ウ 「特別交付税と過疎対策事業債との重複防止について」（平成２５年

８月２１日付け総務省自治財政局財政課長・財務調査課長通知）で通知

しているとおり、特別交付税と過疎対策事業債の重複防止にご留意いた

だきたいこと。

(5) 国庫支出金

国庫支出金の総額については、現在のところ確定した額を把握することは

困難であるが、社会保障の充実分を含む社会保障関係費の増加等により、地

方財政計画上５．１％程度の増になるものと見込まれる。

また、平成２６年度における各種交付金の計上額は、別添資料第７のとお

りであり、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整

交付金の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積

もっていただきたい。

(6) 地方債

平成２６年度地方債計画（通常収支分）（別添資料第８）は、極めて厳し

い地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を講じ、ま

た、地方公共団体が防災・減災対策の強化や地域の活性化への取組を着実に
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推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとして策定している。

その総額は１２兆８，３０１億円（前年度比５，４０７億円、４．０％

減）となっている。

このうち、普通会計分は１０兆５，５７０億円（同５，９４７億円、

５．３％減）、公営企業会計等分は２兆２，７３１億円（同５４０億円、

２．４％増）となっている。

地方債については、次の事項にご留意いただきたい。

① 平成２６年度以降も、地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災

・減災対策に取り組んでいけるよう、緊急防災・減災事業債を拡充するこ

ととし、平成２６年度については５，０００億円（前年度比４５０億円、

９．９％増）を計上することとしていること。

なお、事業年度については、平成２８年度まで継続することとし、平成

２９年度以降の取扱いについては、事業の実施状況等を踏まえて検討する

こととしていること。

また、対象事業については、現行の対象事業に加え、防衛施設周辺の生

活環境の整備に係る補助金、離島活性化交付金及び奄美群島振興交付金

（仮称）の交付を受けて現行の対象事業と同様の事業を実施する場合も、

新たに対象とする予定であること。

② 公共施設等総合管理計画に基づいて行われる公共施設等（公営企業に係

るものを除く。）の除却について、地方債の特例措置を創設することとし、

一般単独事業債（一般）として、３００億円を計上することとしているこ

と。

なお、当該措置を講じるに当たり、「地方財政法」の附則に地方債の特

例規定を置くための改正を行う予定であること。

併せて、公営企業については、水道施設等に限定されていた施設処分に

要する経費の財源に充てるための公営企業債の発行を認める取扱いを全て

の事業区分に広げることとし、公営企業債の各事業に合計で１２０億円を

計上することとしていること。

③ 過疎対策事業債については、平成２２年の「過疎地域自立促進特別措置

法」（平成１２年法律第１５号）改正時における衆参総務委員会の決議を
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踏まえ、対象事業の拡充など当該決議を踏まえた見直しに対応できるよう、

３，６００億円（前年度比５５０億円、１８．０％増）を計上することと

していること。

また、辺地とその他の地域の格差是正を図るため、辺地対策事業債

４１０億円（前年度同額）を計上することとしていること。

④ 地方債資金のうち、公的資金については、前年度と同程度の割合を確保

するとともに、臨時財政対策債は一般市町村について原則として全額公的

資金を配分することとしていること。

⑤ 民間資金の調達に当たっては、市場公募化の推進、証券発行方式の活用、

満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、償還期間の多様

化を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化を図ること。

⑥ 地方債の管理に当たっては、施設の耐用年数等を勘案しつつ適切な地方

債の償還条件を選択し、公債費負担の中長期的な平準化を図ること。

また、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、地方債全体

の信用にも配慮し、借換えにより対処することとし、償還期間を延長する

等借入条件を変更することは、市場関係者に対して債務の繰延べとの印象

を与えかねないため、慎重に対処すること。

なお、満期一括償還を行った場合における地方債の元金償還に充てるた

めの減債基金の積立てについては、実質公債費比率の算定上、毎年度の元

金償還に充てるための積立額を発行額の３０分の１（３．３％）として設

定しており、これを下回る分は減債基金の積立不足として取り扱われてい

ることを踏まえ、計画的な積立てを行われたいこと。

⑦ 既存施設の補修・改修に係る事業であって、施設の延命化や機能強化に

資する事業に要する経費については、「地方財政法」第５条第５号の経費

に該当するものとして、地方債の対象とすることができること。

また、施設の点検・調査等に要する経費については、建設事業の実施に

当たり詳細な点検・調査等をしなければ工事方法の決定ができない場合等、

建設事業を実施するために直接必要と認められる場合には、「地方財政

法」第５条第５号の経費に該当するものとして、地方債の対象とすること

ができること。
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(7) 使用料・手数料等

使用料・手数料及び分担金・負担金については、最近における実績等を勘

案するとともに、高校授業料無償化制度の見直しに伴う公立の高等学校授業

料を計上することにより、１兆５，８６２億円（前年度比１，９７４億円、

１４．２％増）になるものと見込んでいる。

２ 歳出

(1) 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項にご留意いただきたい。

① 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に基づき実施さ

れている国家公務員の給与減額支給措置については、同法の規定のとおり

平成２６年３月３１日をもって終了するものとされたところであり、平成

２６年度の地方公務員給与に関して減額要請を新たに行うことは予定して

いないこと。

このため、平成２６年度の地方財政計画上の給料単価等の積算に当たっ

ては、平成２５年度の地方公務員給与の削減を復元した上で、人事委員会

勧告の反映等を見込んでいること。

② 地方財政計画上の職員数については、地方公共団体における定員純減の

取組を勘案するとともに、義務教育教職員の改善増等を見込むことにより、

１２，９６２人の純減としていること。

ア 義務教育諸学校の教職員については、地方財政計画上、児童生徒数の

減少等に伴う４，３４２人の減員に対して、７０３人の改善増を見込む

ことにより、全体として３，６３９人の減員を見込んでいること。

公立高等学校、公立大学校等の教職員については、児童生徒数の減少

等に伴い、７５７人の減員を見込んでいること。

イ 一般職員（教職員、警察官、警察事務職員及び消防職員を除く職

員。）については、地方財政計画上、８，５１５人の減員としているこ

と。

ウ 警察官については、地方財政計画上、定員を据え置くこととしている

こと。また、警察事務職員については、５１人の減員を見込んでいるこ

と。
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③ 地方財政計画上の退職手当については、国家公務員の退職手当制度の改

正に準じて、地方公務員についても同様の引下げを見込むこと等により、

前年度に比し５．０％減の１兆８，６００億円程度計上することとしてい

ること。

④ 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第９のとおり改定さ

れる予定であること。

⑤ 地方公務員災害補償基金負担金については、別添資料第１０のとおり改

定される予定であること。

⑥ 平成２６年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善

費を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を

計上しないこととしていること。

(2) 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項にご留意いただきたい。

① 一般行政経費（単独）については、社会保障関係費の自然増を増額計上

する一方、国の歳出の取組と基調を合わせて取り組む観点から、社会保障

関係費を除くその他の経費の見直しを行うとともに、震災復興特別交付税

により別枠で措置することとしている地方税等の減収分（震災関連）見合

い歳出９１９億円を減じ、１３兆９，５３６億円（前年度比４５７億円、

０．３％減）を計上することとしていること。上記９１９億円の地方税等

の減収については、震災復興特別交付税で補塡されるものであることから、

その見合いの歳出とも合わせて東日本大震災分の歳入歳出に計上している

ものであること。

② 国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保

険の保険基盤安定制度（保険料軽減分）４，６５６億円、都道府県調整交

付金６，９００億円、国保財政安定化支援事業１，０００億円及び後期高

齢者医療制度の保険基盤安定制度（保険料軽減分）２，６２６億円を合算

した１兆５，１８２億円（前年度比８３７億円、５．８％増）を計上する

こととしていること。

③ 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要

額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。
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また、都道府県が行う私立高等学校の授業料軽減費補助について、地方

財政計画に所要額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとし

ていること。

なお、私立専修学校高等課程における経済的理由により就学困難な生徒

の経済的負担軽減のための授業料軽減費について、都道府県が補助する際

の経費に対し、地方交付税措置を講じることとしていること。

④ 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成２６年

度においては、近年の追加財政需要額の活用状況等を踏まえ、４，２００

億円（前年度比５００億円、１０．６％減）を地方財政計画に計上するこ

ととしているので、各地方公共団体においては、年度途中の追加財政需要

に適切に対応しうるようあらかじめ財源を留保しておくこと。

(3) 投資的経費

投資的経費については、次の事項にご留意いただきたい。

① 国の公共事業関係費は前年度比１２．９％増（社会資本整備事業特別会

計を廃止して一般会計に統合した特別会計改革の影響等を除いた場合

１．９％増）とされたところであるが、地方財政計画においては、投資的

経費のうち直轄事業負担金については、５，８００億円程度（前年度比約

０．９％減）、補助事業費については、５兆１，９００億円程度（前年度

比約２．２％増）となる見込みであること。また、直轄事業負担金及び補

助事業費の合計は、前年度に比し約１．９％の増となる見込みであること。

② 地方単独事業費については、平成２５年度において給与の臨時特例対応

分として単年度限りの措置とされた緊急防災・減災事業費について、歳出

の重点化・効率化を図りながら事業費を増額確保（５，０００億円）する

こととし、全体で前年度に比し４.５％増の５兆２，２７９億円を計上す

ることとしていること。

(4) 公債費

公債費については、臨時財政対策債の元利償還金が引き続き増加するもの

の、その他の地方債の元利償還金の減少を踏まえ、全体として、地方財政計

画上前年度に比し０．３％程度の減を見込むこととしている。

(5) 維持補修費
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維持補修費については、地方財政計画上前年度に比し４．７％程度の増を

見込むこととしている。

(6) 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」等に定める一般会計との

間における経費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公

営企業の経営基盤の強化、住民生活に密接に関連した社会資本の整備の推進、

公立病院における医療の提供体制の整備を始めとする社会経済情勢の変化に

対応した事業の展開等を図るため、地方財政計画に所要額を計上することと

している。

第５ 東日本大震災分の歳入歳出

１ 復旧・復興事業

(1) 歳入

① 震災復興特別交付税

ア 復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等を全額措置する震災

復興特別交付税については、５，７２３億円を計上することとしている。

イ 「震災復興特別交付税の適正な算定について」（平成２５年９月１１

日付け総務省自治財政局財政課復興特別交付税室長通知）で通知してい

るとおり、震災復興特別交付税の適正な算定にご留意いただきたい。

② 国庫支出金

東日本大震災関係経費１兆３，４００億円程度を計上することとしてい

る。

③ 地方債

平成２６年度地方債計画（東日本大震災分）（別添資料第１１）におい

て、復旧・復興事業として、措置対象外地方負担額に充てるための地方債

を含め総額５４３億円を計上することとし、その全額について公的資金を

確保することとしている。

このうち、普通会計分は４５５億円、公営企業会計等分は８８億円と

なっている。

(2) 歳出
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① 直轄事業負担金及び補助事業費

国の東日本大震災関係経費に係る直轄事業負担金及び補助事業費１兆

７，４００億円程度を見込んでいる。

② 地方単独事業費

地方単独事業費については、１，０８５億円を計上することとしており、

その内訳は以下のとおりである。

ア 単独災害復旧事業に係る経費（３８０億円）

イ 「地方自治法」に基づく職員の派遣、放射性物質により汚染された土

壌等の除染に係る経費等（７０５億円）

③ 地方税等の減収分見合い歳出

「地方税法」等に基づく特例措置分６６２億円、条例減免分１００億円、

「復興特区法等」に基づく特例措置分１５７億円を合算した９１９億円を

計上することとしている。地方税等の減収分見合い歳出９１９億円につい

ては、通常収支分の歳出であるが、上記地方税等の減収分は震災復興特別

交付税で補塡されるものであることから、東日本大震災分の歳入歳出に計

上しているものである。

２ 全国防災事業

(1) 歳入

① 地方税

地方税の臨時的な税制上の措置（平成２５年度～平成３５年度）による

収入見込額として６７９億円を計上している。

② 一般財源充当分

地方税の収入見込額を上回る一般財源所要額に対応するため、一般財源

充当分として１１３億円を計上することとしている。

③ 国庫支出金

東日本大震災関係経費のうち全国防災対策費７００億円程度と見込んで

いる。

④ 地方債

平成２６年度地方債計画（東日本大震災分）において、全国防災事業

（直轄・補助事業の地方負担分）として９８３億円を計上することとし、
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その全額について公的資金を確保することとしている。

(2) 歳出

全国防災対策費に係る直轄事業負担金及び補助事業費を１，７００億円程

度と見込んでいる。

第６ 地方公営企業

１ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次の

事項にご留意いただきたい。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連

した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏まえ、

所要額を確保していること。

(2) 水道事業については、水道管路の耐震化を推進するため、引き続き所要の

財政措置を講じることとしていること。

２ 地方公営企業の会計制度については、「地方公営企業会計制度等研究会報告

書」（平成２１年１２月２４日公表）の提言を踏まえた見直しを進めている。

このうち、会計基準については、借入資本金制度の廃止等を内容とする見直

しが既に行われ、「地方公営企業法」が適用される全ての公営企業に平成２６

年度予算から適用されるので、必要な体制整備を含め、円滑な移行及び適切な

運用にご留意いただきたい。

３ 各地方公営企業においては、施設の大量更新期を迎えつつあることも踏まえ、

安定的に公営企業のサービスを提供できるよう、新地方公営企業会計基準に基

づく財務諸表の活用、「地方公営企業法」の適用への積極的な取組等により、

経営実態の正確な把握に努め、経営のあり方の検証を行うことが求められるこ

とにご留意いただきたい。

４ 「公立病院改革ガイドライン」（平成１９年１２月２４日付け総務省自治財

政局長通知）を踏まえ、関係地方公共団体が策定した「公立病院改革プラン」

に基づく取組については、平成２５年度までに完了せず、平成２６年度以降に

継続する場合には、現行の財政措置を継続することとしているので、改革プラ

ンの経営指標に係る目標値を達成していないなど改善の必要がある病院につい

ては、引き続き、公立病院改革ガイドラインを踏まえた経営改革に努めていた
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だきたい。

今後、厚生労働省と連携をとりつつ、「持続可能な社会保障制度の確立を図

るための改革の推進に関する法律」に盛り込まれている地域の医療提供体制の

構想（地域医療ビジョン）に係る取組の時期を踏まえ、これと一体的・整合的

に公立病院改革を進めることが可能となるよう、新たなガイドラインを平成

２６年度中を目途に示すこととしているので、ご留意いただきたい。


